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男性の育児休業取得促進策等について（抄） 
 

２．必要な措置の具体的内容 

 

１．男性の育児休業取得促進策について 

 

（1）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

 

 ○ 制度の必要性 

・柔軟で利用しやすい制度として、実際に男性の取得ニーズの高い子の出

生直後の時期について、現行の育児休業よりも柔軟で取得しやすい新た

な仕組み（新制度（普及のための通称について検討））を設けることが適

当である。 

・新制度はその後の育児への入り口と位置づけ、父親学級の推進等により

親となる準備の後押しも行いながら、子の出生直後という重要な時期の

休業取得を促進することで、育児の大変さ・喜びを実感し、その後の育

児につながると考えられる。 

・新制度は、対象として主に男性が念頭に置かれるが、特に男性の取得が

進んでない現状を踏まえ、ポジティブ・アクションの考え方等に沿った

ものとして、設けることが適当である。これは、一定の範囲で特別な枠

組みを設けることにより、男性の育児休業取得を促進するための特別な

措置であり、男性の育児休業取得が高水準になり、この仕組みがなくて

もその水準を保つことができるようになった場合には見直されるべきも

のであり、新制度、個別の働きかけ、環境整備等によって男性の育児休

業の取得が進むこととなれば、女性の雇用継続や、男女間の育児・家事

分担の偏りの是正に資するものである（(4)の取得率公表の義務付けにつ

いても同様）。 

・なお、新制度は、現行の育児休業と同様、労働者の申出により取得でき

る権利とすることが適当である。 

・現行のいわゆる「パパ休暇」は、そもそも初回の休業取得が進んでいな

いという状況を踏まえ、より柔軟で取得しやすい仕組みである新制度

と、(3)の育児休業の分割取得化に見直すこととする。 

 

○ 対象期間、取得可能日数等 

  ・対象期間については、現在育児休業をしている男性の半数近くが子の出

生後８週以内に取得していること、出産した女性労働者の産後休業が産

後８週であることを踏まえ、子の出生後８週とすることが適当である。 

・取得可能日数については、年次有給休暇が年間最長 20 労働日であるこ

と等を参考に、４週間とすることが適当である。なおその際は、各企業

の既存の育児目的のための休暇（法定の休暇を除く。）が、新制度の取

得日数以外の要件を満たすものであれば、当該休暇の日数も含めて４週

間の取得が確保されればよいと解される。 

 

○ 要件・手続き 
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（申出期限） 

 ・現行の育児休業より短縮し、原則２週間前までとすることが適当であ

る。ただし、職場環境の整備などについて、今回の見直しにより求め

られる義務を上回るような取組を実施することを過半数組合又は過半

数代表との労使協定で定めている（※）事業所においては、現行の育

児休業と同様に１か月前までとしてよいこととすることが適当であ

る。 

※労使協定で定める事項： 

- 新制度や育児休業の取得率や取得期間に関する目標及び事業

主の方針 

- 休業開始予定日の１か月前までに申出が円滑に行われるよう

にするための職場環境の整備、業務の調整、労働者の配置その

他の措置（(2)の環境整備の措置義務を上回る措置として、こ

れらのうち複数の措置を実施している場合等） 

- 労働者へ休業取得の個別の働きかけを行うだけでなく、具体

的な取得意向の個別の把握まで行うこと 

なお、出生が予定より早まった場合等は、現行の育児休業と同様、

１週間前までとすることが適当である。 

また、円滑な休業の取得のためには、事業主は労働者が申出期限に

かかわらず早めに申出しやすいよう工夫するとともに、労働者も早め

に申出をすることが望ましい旨、指針において示すことが適当であ

る。 

新制度については、分割取得する場合は、初めにまとめて申し出る

こととすることが適当である。 

 

（分割） 

・分割して２回取得可能とすることが適当である。 

・現行の育児休業制度は申出を撤回したらその後は再度の申出をすること

は原則できないが、分割して２回取得可能とすることを踏まえ、一度撤

回したらその１回分について申出できないこととすることが適当であ

る。 

 

（休業中の就労） 

・出生後８週間以内は、女性の産後休業期間中であり、労働者本人以外に

も育児をすることができる者が存在する場合もあるため、労働者の意に

反したものとならないことを担保した上で、労働者の意向を踏まえて、

事業主の必要に応じ、事前に調整した上で、新制度に限り、就労を認め

ることが適当である。 

  具体的には、労働者の意に反したものとならない仕組みとするため、

過半数組合又は過半数代表との労使協定を締結している場合に限り、労

働者と事業主の合意した範囲内でのみ可能とするとともに、就労可能日

数の上限（休業期間の労働日の半分）を設けることが適当である。 

  また、具体的な流れは、以下とすることが適当である。 
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- 労使協定を締結する。 

- 労働者が就労しても良い場合は事業主にその条件（就労して

も良い日時や上限日数・時間数）を申し出る。 

 ※ 休業開始日・終了日と併せて申し出ることが望ましい

が、業務状況の見通しが立ったタイミングなど、休業開始

前までの任意のタイミングで申し出ることができ、また、

休業開始までは、申し出た条件の変更も可能。 

- 事業主が休業期間中に就労させたい場合には、労働者が申し

出た条件の範囲内で、就労候補日・時間を提示する。 

- 労働者が同意した範囲で就労させることができる。 

 ※ 休業開始前までは任意のタイミングで同意を撤回するこ

とが可能。また、休業開始後は、配偶者の疾病等やそれに

準ずる心身の状態の悪化等の特別な事情がある場合には、

同意の撤回が可能。 

  

   （対象労働者、休業開始日及び終了日の変更） 

・現行の育児休業と同様の考え方で設定することが適当である。 

 

（3）育児休業の分割取得等 

 

  ○ 制度の必要性 

   ・出生直後の時期に限らず、その後も継続して夫婦でともに育児を担う

ためには、夫婦交代で育児休業を取得しやすくする等の観点から、現

行の育児休業についても分割を可能とすることが適当である。 

 

  ○ 分割の回数 

・分割して２回取得可能とすることが適当である。 

・現行の育児休業制度は申出を撤回したらその後は再度の申出をするこ

とは原則できないが、分割して２回取得可能とすることを踏まえ、一

度撤回したらその１回分について申出できないこととすることが適当

である。 

 

  ○ １歳以降の延長の場合の取扱 

 ・保育所に入所できない等の理由により１歳以降も延長して育児休業を

取得する場合について、延長した場合の育児休業の開始日が、各期間

（１歳～１歳半、１歳半～２歳）の初日に限定されているため、現行

制度では各期間の開始時点でしか夫婦交代ができないが、開始日を柔

軟化することで、各期間の途中でも夫婦交代を可能（途中から取得可

能）とすることが適当である。 

   また、第２子以降の子の産休により育児休業が終了し、死産となっ

た場合等の特別な事情があるときについて、再取得できることとする

ことが適当である。 
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